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１ 監査の概要 

(1) 監査等の種類  財政的援助団体等の監査 

(2) 監査の対象 

① 監査対象年度  令和４年度 

② 監査対象団体 

・出資団体 ････ 県が資本金等の４分の１以上を出資している団体 

・補助金交付団体 ････ 県が１千万円以上の補助金を交付している団体 

・負担金・交付金交付団体 ････ 県が５千万円以上の負担金又は交付金を交 

付している団体 

・貸付金貸付団体 ････ 県が１億円以上の貸付金を貸し付けている団体 

・指定管理者 ････ 県が公の施設の指定管理を行わせている団体 

③ 監査実施団体 

監査対象団体のうち、次の表に掲げる 20 団体について監査を実施した。 

区  分 監査対象団体数 監査実施団体数 

出 資 団 体   ２６     ８ 

補 助 金 交 付 団 体    ５６        ７ 

負担金・交付金交付団体     ６         ２ 

貸 付 金 貸 付 団 体     １         ０ 

指 定 管 理 者   ２９        ９ 

合  計 

（ ）は実団体数  

１１８ 

（１０１） 

  ２６ 

（２０） 

(3) 監査の着眼点 

財政的援助等に係る出納その他の事務が、当該援助等の目的に沿って行われ、

適正に処理されているか。 

(4) 監査の実施内容 

監査に当たっては、岡山県監査委員監査基準（令和２年３月 27 日岡山県監査

公表第５号）に準拠し、次のとおり実施した。 

① 事前調査 

     監査事務局職員が、あらかじめ監査実施団体に出向き、関係諸帳簿及び証拠 

書類を確認・照合するとともに、当該団体の職員から説明を聴取して調書にま
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とめ、監査委員へ提出した。 

②  監査委員監査  

      ア 実地監査（９団体） 

             監査委員が、監査実施団体に出向き、当該団体の職員から説明を聴取す 

るとともに、当該団体から提出された監査資料等及び監査調書に基づい 

て監査を行った。 

       イ  書面監査（１１団体）          

監査委員が、監査実施団体から提出された監査資料等及び監査調書に 

基づいて監査を行った。 

２ 監査の結果 

   上記により監査した限りにおいて、監査の対象となった事務が財政的援助等の目

的に沿って行われ、おおむね適正に処理されていることを確認した。 

(1) 総括的事項 

 ① 監査を実施した 20 団体のうち、１団体について改善を要すると認められる事 

案（指摘事項）があった。 

    ② 指摘事項には至らないが、３団体について、改善を要すると認められる事案 

（注意・指導事項）があった。 

  ③ その他の 16 団体については、適正に処理されていると認められた。 

 

監査実施団体
（監査実施団
体を所管する
県の部局） 

監 査 対 象 区 分 
監  査 

年月日 

指摘 

事項 

区 分 

実

地 

書

面 

学校法人吉備
高原学園 

(総務部) 

【出資団体】 
出資総額            50,000,000 円 
県の出資額           27,500,000 円 

（出資比率 55.0％） 

令和６年
１月 17 日 － ○  

一般財団法人
岡山県国際交
流協会 
(県民生活部) 

【出資団体】 
出資総額        1,015,410,500 円 
県の出資額        600,000,000 円 

（出資比率 59.1％）
【指定管理者】 
岡山県国際交流センター 

44,626,984 円 

令和６年
１月 22 日 

 

－ 

 

○ 

 

 

岡山芸術交流
実行委員会
(環境文化部) 

【負担金・交付金交付団体】 
岡山芸術交流実行委員会負担金 
            50,000,000 円 

令和６年
２月 14 日 －  ○ 
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公益財団法人
岡山県スポー
ツ協会   
(環境文化部) 
 
 
 

 

【出資団体】 
出資総額        1,001,060,000 円 
県の出資額         885,515,000 円 

（出資比率 88.5％） 
【補助金交付団体】 
競技力強化費補助金    137,375,150 円 
公益財団法人岡山県スポーツ協会補助
金 

                         510,000 円 

令和６年
１月 22 日 － 〇  

おかやまマラ
ソン実行委員
会 
(環境文化部) 

【負担金・交付金交付団体】 
おかやまマラソン実行委員会負担金 

    86,331,677 円 

令和６年
２月 14 日 －  ○ 

岡山県民生委
員児童委員協
議会 
(子ども・福
祉部) 

【補助金交付団体】 
地区民生委員協議会活動推進事業費等
補助金 

            18,930,600 円 
 

令和６年
１月 24 日 －  ○ 

社会福祉法人
日本原荘ケア
ハウスかつた
(子ども・福
祉部)  

【補助金交付団体】 
岡山県軽費老人ホーム運営費補助金 
           11,579,000 円 

 

令和５年
12 月 15 日 －  ○ 

岡山県中小企
業団体中央会 
(産業労働部) 
 
 

【補助金交付団体】 
岡山県中小企業団体中央会補助金 

      111,369,000 円 
中小企業Ｕターン就職促進奨励金返還 
支援事業補助金 

       7,920,000 円 

令和６年
１月 24 日 － ○  

公益財団法人
岡山県農林漁
業担い手育成
財団 
(農林水産部) 

【出資団体】 
出資総額          500,000,000 円 
県の出資額         375,000,000 円 

（出資比率 75.0％） 
【補助金交付団体】 
新規就農等促進総合支援事業費補助金 

4,773,000 円 
農地売買事業等活動推進事業費補助金 

6,500,000 円 
【指定管理者】 
岡山県立青少年農林文化センター三徳
園 

           27,200,000 円          

令和６年
１月 29 日 － ○  

公益財団法人
岡山県林業振
興基金 
(農林水産部) 
 
 
 

【出資団体】 
出資総額        1,875,000,000 円 
県の出資額       1,650,000,000 円 

（出資比率 88.0％） 
【補助金交付団体】 
林業担い手育成総合対策事業補助金 

19,303,275 円 
 

令和６年
１月 17 日 － 〇  
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 (2) 個別的事項 

  ○  公益財団法人岡山県育英会 

岡山県土地開
発公社 

(土木部) 

【出資団体】 
出資総額       100,000,000 円 
県の出資額      100,000,000 円 

（出資比率 100.0％） 

令和６年
１月 24 日 － 〇  

一般財団法人
吉井川水源地
域対策基金 

(土木部) 

【出資団体】 
出資総額        105,673,000 円 
県の出資額       51,780,000 円 

（出資比率 49.0％） 

令和６年
１月 26 日 －  ○ 

一般財団法人
岡山県牛窓海
洋スポーツ振
興会 

(土木部) 

【指定管理者】 
岡山県牛窓ヨットハーバー 

          利用料金制 

令和６年
１月 12 日 －  ○ 

岡山港埠頭開
発株式会社 

(土木部) 

【指定管理者】 
岡山港福島・高島地区港湾施設 

           利用料金制 

令和５年
12 月 18 日 －  ○ 

公益財団法人
倉敷スポーツ
公園 

(土木部) 

【出資団体】 
出資総額       1,300,000,000 円 
県の出資額       650,000,000 円 
            （出資比率 50.0％） 
【指定管理者】 
岡山県倉敷スポーツ公園 
                      189,204,400 円 

令和６年
１月 11 日 － 〇  

岡山県総合グ
ラウンドコン
ソーシアム・
チーム岡山 

(土木部) 

【指定管理者】 
岡山県総合グラウンド 372,156,580 円 

 

令和６年
１月 15 日 －  〇 

株式会社東急
コミュニティ
ー 

(土木部) 

【指定管理者】 
県営住宅原尾島団地外 27 団地 

 528,785,000 円 
 
 

令和５年
12 月 19 日 －  〇 

公益財団法人
岡山県育英会 

(教育庁) 

【補助金交付団体】 
岡山県育英事業費補助金 53,477,059 円 
 
 

令和６年
１月 29 日 有 〇  

国際ライフパ
ートナー株式
会社 

(教育庁)  

【指定管理者】 
岡山県渋川青年の家    112,474,000 円 
    
 
 

令和６年
２月 7 日 －  〇 

公益財団法人
特別史跡旧閑
谷学校顕彰保
存会 

(教育庁)  

【指定管理者】 
岡山県青少年教育センター閑谷学校 

         83,655,000 円 
特別史跡旧閑谷学校      5,668,000 円 

令和５年
12 月 25 日 －  ○ 
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     ア 指摘事項 

令和４年度末の奨学金未収償還金が、前年度末に比べ総額は減少してい

るものの、318,191,616 円と多額になっており、早期解消が必要である。 

       イ 所見 

奨学金の未収償還金について、令和４年度末の未収償還金残高は、２年

連続して減少しているものの、令和４年度の償還金の収入率は、前年度に

比べて低下しており、かつ、令和４年度末時点での未収償還金は、依然と

して多額である。 

適正に返還している人との公平性の観点からも、また、制度の運営上の 

観点からも、大きなリスクとなっているので、今後も、債権管理に万全を 

期し、新たな未収償還金の発生を防止するとともに、これまでの未収償還 

金の回収に向け、より効果的・効率的な対策を推進されたい。 
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